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兵庫県喫煙問題研究会

会長　　瀬尾　攝（前兵庫県医師会長）

貴下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

私たちは、兵庫県内で喫煙対策を推進するために活動している、医師、歯科医師、保健師などの医療関係者、教育関係者、一般県民などを構成員とする市民団体、兵庫県喫煙問題研究会です。

このたび、兵庫県が管轄するすべての公共施設について、全面禁煙化の要望をさせて頂きます。

受動喫煙の害が明らかになり、対策が各所において進められている中、来る平成15年5月1日に施行が予定されている健康増進法第25条においては、学校、体育館、病院、集会場、官公庁施設、飲食店など公共施設における受動喫煙対策義務が明記されております。

これに対応すべく、例えば、加西市では市庁舎、公民館、病院、学校、公用車などを全面禁煙とする決定をするなど兵庫県下でも対策が進んでいる自治体もあります。

兵庫県においても北播磨県民局や淡路県民局で積極的な取り組みが見られ、井戸知事が大変理解ある方だと感激しております。しかしながら、兵庫県庁をはじめとして、兵庫県が管轄する学校、体育館、病院、集会場、飲食店などの公共施設において、健康増進法第25条が遵守できている施設は、現状でほとんどないといっても過言ではありません。

健康増進法第25条を満たす受動喫煙対策は、平成14年6月12日に公表された厚生労働省分煙評価判定基準にある通り、全面禁煙とするか、排気装置を用いた完全分煙にするしか選択肢はありませんが、喫煙室設置には高額な費用が生じ県民の負担となること、兵庫県は施策としての受動喫煙対策を率先垂範すべき立場であることから、兵庫県が管轄する施設においては、無駄な公金を使わず、すべて全面禁煙とされるよう要望致します。また、先の基準で指摘している通り、空気清浄機・分煙機は、タバコ煙有害物質のほとんどをしめるガス成分が素通りしており、受動喫煙対策になりません。このことはメーカーも認めている所ですが、県の施設においては、空気清浄機を設置して受動喫煙対策と称しているところが多数あり、これら空気清浄機の撤去、リースの廃止などの適正な措置を早急に願います。

この件に関するご回答を５月１日までに書面で頂けますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。頂いた回答はホームページなどで公表させて頂きます。知事のさらなるご英断を期待しております。

別紙資料１．受動喫煙の害について

別紙資料２．空気清浄機がタバコに無効な理由
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兵庫県喫煙問題研究会
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別紙資料１

受動喫煙の害について

国立がんセンターは平成13年5月、日本で年間1,000人から2,000人が他人のたばこによる肺がんで死亡していると推計される、と発表しました。

受動喫煙は、がんだけでなく、心臓病、呼吸器の病気などほかの病気の可能性も高めます。世界保健機関（WHO）が同年の世界禁煙デー（5月31日）向けに発表した資料では、年間に人口100万人あたり147人から251人が受動喫煙による病気で死亡していると推計した研究を取り上げました。日本の人口に単純に当てはめると、年間約1万9千人から3万2千人にもなります。兵庫県に当てはめると、年間820～1400人もの県民が受動喫煙によって死亡していることになります。これは兵庫県の交通事故死者数(年間約300人)の2～5倍です。ちなみに喫煙者本人が喫煙のために死亡する数は、兵庫県で年間5000人と推計されます。（WHOの推計値による）

喫煙者が吸い込む煙（主流煙）より、フィルターを通らない先端から立ち上る煙（副流煙）の方が、発がん物質などの有害物質を多く含んでおり、たとえば一酸化炭素は2倍から15倍、ベンゼンは8倍から10倍、ホルムアルデヒドは50倍、などとなっております。

すなわち、受動喫煙対策は、県民の命を守る施策でもあり、県が管轄する施設における全面禁煙は、特にタバコ弱者である女性が施設を使用しやすくなる男女共同参画の方針にも則った施策です。

[image: image2.wmf]0.5〜0.05�

1

3

300

460

1000

1000

5000

20000

50000

0

10000

20000

30000

40000

50000

人

（松崎道幸、2002）

平均的喫煙者のタバコ病死

喫煙で肺癌死

お茶の間の受動喫煙死（総計）

受動喫煙で肺癌死

交通事故死

石綿内装破損住宅で肺ガン死

東京環七そばに住みディーゼル排ガスで肺ガン死

北海道地方都市に住みディーゼル排ガスで肺ガン死

環境汚染物質の許容基準

胸部X線1回で肺癌

10万人あたり生涯リスク

受動喫煙のために
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人に

1

人が早死にする

大気汚染や食品添加物などの社会的リスク許容基準




別紙資料２

空気清浄機がタバコに無効な理由

参考HP　http://nosmoke.hoops.ne.jp/
一酸化炭素やニコチン、ダイオキシンなどタバコ煙の主要な有害物質のうち、97％が空気清浄機を素通りし、全く浄化されることなく排気口から周囲に撒き散らされています。
　このため空気清浄機は、タバコの害から非喫煙者を守らねばならない受動喫煙対策としては無効です。
	
	タバコ煙有害物質
	
	
	
	
	

	
	粒子相(3.3%)
ガス相(96.7%)
一酸化炭素
ダイオキシンなどの
有害物質

	吸気口

	空気清浄機を通過しても
粒子相しか除去できず･･･ 

空気清浄機

	排気口
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	除去できるのは一部
ガス相(96.7%)
一酸化炭素
ダイオキシンなどの
有害物質
は素通りする

ガス相は空気清浄機で除去できません

	空気清浄機を素通りした有害物質は、排気口から周囲に撒き散らされ、周りの人にもタバコを吸う人自身にも危険です


厚生労働省の分煙効果判定基準策定検討会（座長＝内山巌雄・京都大学教授）の報告書によると、「分煙のために広く使われている空気清浄機は煙の粒子はかなり除去できているが、一酸化炭素や発がん物質などガス状のものは取れていない」とされ、「空気清浄機は発がん性物質などの有毒ガスをかえって周囲にまき散らす」と警告しています。
空気清浄機メーカー自身も最近になってこの事実を認め、カタログや広告、ホームページに記載しています。

日本電機工業会（家庭用空気清浄機メーカーの団体）2001年10月19日付文書

「広告・カタログに「煙草の有害物質（一酸化炭素等）は、除去できない」旨を付記いたします」

ミドリ安全（分煙機器メーカー大手）2002年1月30日付文書

「「一酸化炭素などのガス成分は除去できません」と記載します」

「「清浄空気」の文言削除及び「清浄方式」を「集じん方式」への変更をします」

「空気清浄機で空気がきれいになる」と宣伝していたトルネックスは昨年、公正取引委員会から警告処分を受けました。

以上メーカー自ら認めているように、分煙に空気清浄機はまったく意味がなく、かえって受動喫煙被害を拡大させるおそれがあるばかりか、官公庁で導入使用することは公金の不適当な支出になります。

県民への分煙施策においても、空気清浄機を使用しない、全面禁煙あるいは換気を用いた正しい分煙方法を徹底ご指導下さるようにお願い致します。
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